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1 はじめに
昭和52年2月1L50年度までとされていた新産業都市(以下，新産と略す)と工業整備特別地域(以下，工
特と略す)の計画が55年度まで延長と在った。その理由を考えてみると，第 llL4 8年の石油危機以降，計画
主体である各道県K長いて新しい総合計画が策定吉れ，その中で新産や工特の計画iI~位置づけされ直す必要があ
った。第21L地方自治体の財政悪化や民間設備投資の鈍化Kよ!J5 0年度までK目標の達成が相当に困難な地区
もあ!J.計画自体のスローダウ Yや当初の目標値の縮小を余儀在〈される状況と在った。第 31L当初の計画が工
業開発を主軸として晶、!J.生産関連施設整備と比較して，下水道，公園緑地等の生活関連施設整備の立ち遅れた
地区が多<，とのため， 5 1年度以降，生活関連投資K重点を置いた計画が必要であった。第41L地区Kよって
は生産関連施設整備につhても相当に目標K対する進捗率が低かった。 51年度内K新基本計画が承認とまった
¥aJ 
のは計画陀空白期間を作ると財政措置きで問題を生ずるととK対する配慮があったと思われるが，新産，工特の
計 21地区への行政投資K対する評価k関しての論議が十分に尽された.とは言い重量11">0 たとえば，地域指定そ
のものK無理があった !J.当初計画で設定された自標値が過大でるった地区があるよう忙息われる。本研究はま
ず地区指定そのものの妥当性を検討したうえで，行政投資と人口集積や工業集積等々との相互関係を明らかにす
るζとを目的としてhる。また行政投資以外の要因との比較をもあわせて試みた。
2 新産・エ特地区の成立と背景
昭和35年 10月池田内閣が発表した「国民所得倍増計画Jの産業立地政策は「太平洋ベノレト地帯構想」であ
った。しかし，太平洋ベルト地帯と他の地域との問K所得倍矯計画の主柱である工業開発の優先度をつけること
は，所得格差左どの地域格差を一層拡大させる，として後進地域の危機意識を高め，同年 12月の国民所得倍増
計画の閣議決定K際し. r後進地域の開発優遇のため，国土総合開発計画の早急左策定等を要請するJとhう但
し書き治可すされた。昭和25年の国土総合開発法の制定以来，全国計画は策定されてい左かったが37年10月
「全国総合開発計画J(金総)が閣議決定された。金総は「過疎・過密の解消」と「地域格差の是正」を課題と
して掲げ，そのためKは工業の地方分散が必要でるるが，投下資本の効率をも考慮して，開発効果の高h地区へ
集中的立投資を行う「拠点開発方式」をとった。新産，工特地区は拠点開発情想の具体化である。新産業都市建
設促進法は金総の閣議決定K先立ち. 37年 5月K成立している。そして同年12月の地方産業開発審議会で
「新産業都市の区域の指定基単」と「街産業都市の区域の指定陀関する当面の運用方針』が了承され. 3 9道
県44地区で基鍵調査が実施された。そして 39年4月までに道央地区在ど 13地区が指定された。その後，秋
田湾地区と中海地区が追加指定された。新産地区が岡山県南地区在どの例外を除〈と金総でいう開発地域K配置
されたの陀対し，太平洋ベノレト上で立地条件の良h整備地域医工業開発地区を設定すベ<. 3 9年 7月K工業整
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地域指定の妥当性の検討
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3 数量化E類・初期条件による 41地区の類型化図-1
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いるので，大き<3グループに分かれるのは当然であj).オーバーラクプする部分が初期条件(昭和35年デ-
nでみて指定K疑問がもたれる。東予地区が工特グループ托近いがζれは県庁所在都市を含ま在いためと思わ
れる。太平洋ベルト上にあることでは，岡山県南地区ゃ指定もれグループの広島地区や高松坂出丸亀地区の位置
からみて説明がつかない。新産グループと指定もれグループが重左る部分K八戸，仙台湾，新潟，徳島，中海の
新産5地区と，高松坂出丸亀.千葉木更津，長崎佐世保の指定もれ3地区が位置し，初期条件でみるとこれらの
地区の指定が微妙であったと考えられる。
次VCr新産業都市の区域の指定基準Jから検討した。指定基準では将来人口Kついて 20万人程度増加する可
能性があるととを要件としている。図ー2で15年間VC20万人以上増加したのは新産・工特21:地区では道失，
仙台湾.岡山県南，東駿河湾，播磨の5地区Kすぎまく，指定もれ20地区では千葉木更津，広島，大和，岐阜
大垣の 4地区である。 10万人ιと20万人未満の地区も前者では大分，束三河，備後の3地区，後者では前橋
高崎，金沢小松，北伊勢，宇都宮の4地区陀すぎ在い。即ち41地区中 25地区は 15年間の増加人口が10万
人沫満であった。特K新産・工特21地区のうち8地区は増加人口 5万人未満である。 21地区の基本計画の
50年計画人口K対する目標達成率でみると 100%を越すのは道
央と仙台湾のみであT.21:地区全体では 89活と在る。日向延岡，
鹿島，周南，徳島，東予の5地区はいずれも達成率が80需未満と
低い。 35年人口が小規模在地区では50年までの増加人口が 15 
万人前後K設定されてはいるがそれでも達成率が低いのは，指定基
準から隊れすぎ在いようK相当無理をした計画人口の設定がされた
と思われる。 35年人口でも道央の129万人から日向延岡の21 
万人と 6倍ιL上の規模の差があるので，人口集積Kついて人口増加
数と人口増加指数をクロスさせて評価する。増加数が多くかっ増加
指数が高い地区をととでは望ましいとする。図-3のように21地区
は47'イ 7.VC分かれる。増加数は少まいが増加率が高い例は少左<.
全体的傾向は増加数の多い地区は増加率も高い。図-3でタイプIは
指定基準K適合する。 FイプEは結呆的K指定基準を満たさなかっ
たが相対的K良しとされる。 FイプEとFイプNは人口集積K限定
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してみると，指定の妥当性K疑問がもたれる。表-2(総括表)に示したよう K初WJ時点、VC;"ける規模が産炭地を
含む常盤郡山と不知火有明大牟田の 2地区を」手くとタイプEとタイプNVC属する地区は小規模である。
一方，工業Kついて指定基準は工業出荷造話:実質で3千億円以上増加する可能性の抗 ζ とを要件として川。
昭和40年工業出荷額と 49年工業出荷額(4 0年価格)を比較し，指定基準を満たすのは 12地区である。
(総括表を参照) 4 9年工業出荷額(4 0年価格)の計画値(5 0年目標値で 40年価格 )VC対する実質達成
率で 100需を越すのは仙台湾，富山高岡，松本諏訪，岡山県南，東予，備後の6地区である。 21地区平均は
9 3認であるが特K低いのは 70需未満の秋田湾，徳島，日向延岡，束三河の4地区である。
人口増加数.工業出荷額増分の他.}宮定基準の要件として住宅用地300 ha .工業用地 10 0 0 haが比較
的容易K取得でき，工業用地K見合う工業用水の確保ができるととが挙げられているが，工場適地面積左どから
判断して，とれらは指定時VC;"いて大き左問題が左かったと考えられる。
図ー 1<D数量化E類の結果では指定地区数を 21 1て固定すれば初期条件からみると一部の地区を除き概ね妥当在
指定が左されたといえるが，指定から 10年を経過した時点の人口と工業出荷額を指定基準陀照合して検苛すれ
ば 21地区の指定は多すぎたよう K思われる。 10年後の結措甘在判断と在制鳴定基準が厳しく運用された左
らば総括表(表ー 2)で人口集積タイプ(I. n)と工業出荷額3千億円増加の両方K該当する7地区の指定陀ど
ちらか一方を満たした 7地区のうち数地区を加えた指定地区数K在ったであろうと居、われる。初期時点で図ー lV<:
台ける位置が近かったのVC1 0年後のデ-1'では人口集積や工業集積K著しい差異があるのは地域の特殊事情
(たとえば産炭地を含む在ど)干行政投資の差異K基づく Y 工主出柄拘l曽骨
と息われるのでとの点は 5章で検討を加える。 y=c+α，X'+CX'2X2十d3X3十百.x下i'=0.873 
4 行政投資からみた地区の類型化
投資規模や投資パ1'-;/の差異が人口集積や工業集般
の差異Kなってくるか.考察するため.(1)投資項目別配
分構成比.12)負担主体別構成比.13)時期別生産・生活関
連別構成比，の3ク スについてクラスタ一分析をi商用
¥.!J 
して行政投資からみた地区の類型化をした。その結果は
表-2の絵活表に示した。本章では類型化結果の説明にと
どめ，類型化の結果は次章で用いる。ケース 1では，第
1グループの 10地区は工業用地，工業水道左どの項目
が相対的に低<.鉄道，住宅，その他，の項目が高い。
第2グループの 5地区は道路の項目がか左り高<.港湾
与，その他，の項目が低い。第3グループの 6地区は工
業用地，港湾等，の項目が高<.逆K上水道を除〈生活
関連の各項目が低い。ク ス2では累積投資額の国，道
県，市町村，公社公団等，の負担割合で類型化したがA
グループの 10地区は公社公団等が42.5%とr:.S( ，道
県が 17.6 %.国も 20.9兎と低<r公社公団依存型」
の特性を示す。 Bグループの5地区は県が26.9%と高
< .市町村も 22. 3自と相対的に高<.逆lて公社公団等
が27.6兎と低<r自治体中心型」の特性を示す。 Cグ
ノレー プの6地区は国が27%と高(.市町村が 15 %と
低し県と公社公団等はA.Bグループの中間Kあり，
118-
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図-6 重回帰式と相関係数行列
「国庫支出引出型」という特性がある。クース 3でaグノレー プの 10 j也区は生活関連投資の比重が相対的K大き
い。 bグループの3地区は I期(S 3 9→4 2年)の比重訪ミ小さく， m期(s 4 7→49年)の比重坤次きい。生産，
生活関連別でみると中間的である。 cグル プの8地区は生産関連の比重が大きくかっ I期の比重も大きく，先
行的K生産基盤整備K傾斜した投資がされたととK特徴がある。
また投資規模Kつhて累積投資ば(S 3 9→4 9年〕の21地区平均を100とする水準値で100以上を大規
模投資型，水準値 67から 100未満を中規模投資型，水準値67未精を小規模投資型K介類した。(表-2)
5 行政投資とその効果
(l) 相関行列と重回帰式Kよる分析
3 6変数の相関係数行5'IJから，①人口増加指数，@工業出荷額増分，③誘致決定企業数， 0中心都市財政力指
数，を基準変数として重回帰分析をした。選択した説明変数，回帰式，相関係数等は図....6K示した。人口増加指
数を基準変数とすると，累積投資額が最大の相関を示し，次いで新規学卒者県内就職率が強い相関をもっ。また
第mJ羽生産関連投資比率は負の相関を示すが第1期及び第E期の同比率も同様の傾向を示し，人口増加によ担住
宅左ど生活関連の行政投資需要が増えることを示す。人口増加指数の高い地区は累積投資額も大きし県内就職
率や工業出荷額から初期時点での集積規模が大きい。不知火有明大牟田，常盤郡山は増加指数が低いが産炭地を
含んでいる特殊事情Kよると ζろが大きい。工業出荷額増分を基準変数とすると工業出荷額(S 3 9年)が非常
K強い相閣を示し，既存集僚の規模が大きく効いている。鹿島は例外的といえる。投資規模よ b平地面積当b投
資額が強い相関を示すことは注目される。県内就職率も強い相関がる t，このととは既存工業集積と密接左関係
がある ζ とを示す。また誘致決定企業数を基準変数Kすると，累積投資額が最大の相関をもっ。どの場合Kも累
積投資額や既存集積という規模が効いていた
が，工業化の投資効率(生産関連投資額K対
する工業出荷額増分の比率)と累積投資額の
関係、を図-4でみるとバラツキがある。図-5で
工業化の投資効率の高い地区民概して重工業
化比率が高い。また中心都市の財政力指数を
基準変数とした霊園帰式でも重王業化率が効
いている。相関係数行列では工業用地や住宅
の投資配分憐成比ゃ負担主体別構成比立どの
変数は基準変数との相関が重回帰式で用いた
変数よ b弱かったが，個々の変数としてでは
まく投資Fイプとしてバ;1--;/化して用いる
方が適当と思われる。図-4では投資項目別配
分Fイプ2が工業化の投資効率が高<，投資
Fイプと投資効果の関連争示している。
(2) 投資Fイプと投資効果の分析
行政投資による地区の類型化結果から投資
規模Fイプ等を説明変数(アイテム)とし，
人口集積タイプと工業化の投資効率のラ;/11
を外的基準Kして数量化E類を適用した。ア
イテム名やそのレyジは表-3と表-4K示した。
各アイテムのνyジは説明力を示す目安と在
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表-2 総括表
昭和52年度第12回日本音:，jm計函学会宇術研究理表会 一119-
るが人口集積タイプを外的基準とすると投資規模Fイプ
と負体主体区分タイプの説明力が大き h。総括表とレン
ジから，第1根で人口集積タイプ 1+ l， m+lI'Vc:大別
吉れ，第2根によ!:1mとWが，第3根で!と Eが区別さ
れると考えられ， レンジの大小は判別要因の優先度とみ
γィ予ム晶¥叫ミミ"'J.-ti，.
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ませよう。他のアイテムでは35年の人口規模が!と E 表-3 外的基準:人口集積タイプ
の判別に効いている。工業化の投資効率のランクを外的基準とす
ると投資効率の高いグループと中位左いし低hグループ陀区分さ
れるが表-4から太平洋ベルト上にあるかが強〈効き，次いで投
資項目別配分タイフ・が効いている。即ち，高h工業化の投資効率
十ては太平洋ベルト上Kあるととが必須である。中位グループと低
アイ干ム晶¥可之さ'I-I.t
n 百 IQB~?γ ヲイフ・ 3 
目1ft主体区骨ヲイア 3 
円割引生涯ー室温ヲイア 3 
1宣宮間本軍γィァ 3 
;);.J(. ，事吋"トにある旬、? 2 
軍丹所在~~m ~倉むかつ E 
初廟人口60巧人ιλ上旬、。 2
レ y ソ
liI 1担割高!J': 
O.4Q3 (1)1 0.087 
o. tq I 0.21~ 
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いグループは時期別生産・生活タイプや投資規模や初期入口Kよ表ー4外的基準:工業化投資効率ランク
って区分される。投資効率が低hグループは相対的K生活関連投資の比較が高い地区が多いが投資規模の小さh
地区がある一方，道央のように大規模左投資であるず佼資効率の低h地区も存在Lている。
6 まとめ
新産業都市の区域の指定に関する当面の運用方針では区域の指定の数は10地区程度とされていたが，実際I'C
は工特地区も含めて 21地区と在った。新産業都市の計画が工業開発を軸として地方圏での人口の定着を意図す
るものと考えると，基本指標である人口と工業K限定しても 3章で指定の妥当性を検討したようK運用基準の'10
地区程度の指定が妥当であったと思われる。前主主で示したように人口集積効果は投資規模や初期時点の既存集積
規模が大きく効いている。工業集積効果は工業化の投資効率でみると立地条件の良さを7f.寸太平洋ベノレト上陀畠
るか否かが決定的である。また投資パターY よbも重化学工業比率という工業化の進展の尺度が強い相関を示し
ている。既存工業集積規模が大きかった道央+仙台湾は工業出荷額が実質で3千億円以上増加し指定基準を満た
してはいるが投資効率は.ig;v>o東予や周南は太平洋ベルト上に位置し，小規模左投資であったが工業出荷額が3千
億円品L上増加し，投資効率も高hけれども工業集僚が人口集債K結びつかなく，雇用効果の面から今後，検討を
加える必要があろう。遠隔地の八戸，秋田湾，中海，日向延岡は既存集積が小吉くかっ投資規模も小さ<，人口
集積も工業集積も投資効果が小さかった。遠隔地で既存集積も小宮在地区では投資効率の低吉を犠牲にして相当
大規模左投資をし在h と十分在効果が期待しに<<.また大規模主投資をすれば効果があるとhう保証も在h。
ζれらの地区は概して生活関連投資の比重が大きいが，企業立地が思ったほどでまかったために結果的にそう在
ったと解釈できる。人口と工業K台ける投資効果K限定すると岡山県南ゃ播磨が投資効果が最も優れていたとh
えよう。行政投資の効果を人口と工業だけでとらえるのは早計であ!J，雇用効果や三次産業への波及効果や生活
関連施設の整備水準や所得水準まども検討して総合的に評価する必要があると思われるが，今後の諜題として別
の機会K譲るととKしたい。己 ζでの評価は工業開発を軸忙人口の定着をはかるとh う計画意図に基づ〈。
註と文献②道県事業K係る地方債のかさ上げと利子補給，市町村事業K係る国の負担割合の特例，企業への
税の波免措置K対する補てん ⑥地域l!<輿整備公団「臨海性都市形成条件調査」がある③2県Kまたがる中海，
不知火有明大牟田，備後は各1地区とする ③単該，ニ核，主核+厨l筏，多核，核左しの 5j1.イプ@工業出荷
額は指定もれ地区の 49年デ-jI.がとれ在かった ②⑤の報告書の補論で筆者がまとめてhる ②名目で最大は
道央の 1兆4千億円，最小は日向延岡の 1.40 0億円である。 21地区平均は3， 9 0 0億円とまる ⑥中心市とし
て工業開発の中心都市を選ぶ(道央は苫小牧市，岡山県南は倉敷市左ど) 文献として⑦日本の地域開発(総合
政策研究会，ダイヤモy ド社)③季T1J国土の新産業都市問題特集号(巻 23-4，巻24-1 )⑫新産業都市等
の現状(経企庁)③新産業都市建設及び工業整備特別地域整備の現況について(国土庁)左どがある。
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